
京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金交付要綱 
 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は，京都市地域連携型空き家対策促進事業実施要綱（以下「実施要綱」とい

う。）第２条第１号に規定する京都市地域連携型空き家対策促進事業（以下「事業」という。）

の取組を促進することを目的として，京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金の交付に

関し，京都市補助金等の交付等に関する条例（以下「補助金条例」という。）及び京都市補

助金等の交付等に関する条例施行規則に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 
 
（用語） 
第２条 この要綱において使用する用語の意義は，実施要綱において使用する用語の例による。 
 
（補助の対象） 
第３条 補助金は，事業取組団体に対し，予算の範囲内において交付する。 
 
（補助金の額） 
第４条 補助金の額は，事業取組団体ごとに１年度につき最大５０万円とし，選定のあった年

度を含め，４年度を限度とする。ただし，事業取組団体が複数の学区で構成されている場合

は，５０万円にその学区数を乗じた額を補助金の上限額とする。 
 
（補助対象経費） 
第５条 別表に掲げる経費について，補助の対象とする。ただし，同表に掲げる委託費（空き

家調査（外観目視による空き家の特定，調査データの集計及び分析，空き家マップの作成，

配布等をいう。以下この条において同じ。）に係る委託費を除く。）については，市長が特に

必要と認める場合を除き，１団体に対する補助額（空き家調査に係る委託費を除く。）の２

分の１を超えない範囲とする。 
 
（交付申請等） 
第６条 補助金条例第９条の規定による申請（以下「交付申請」という。）は，事業に着手す

る２０日前までに，京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金交付申請書（第１号様式）

（以下「交付申請書」という。）に，次に掲げる書類を添えて行うものとする。 
⑴ 京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業計画書（第２号様式） 
⑵ 京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業収支予算書（第３号様式） 

⑶ その他市長が必要と認める書類 
２ 市長は，特別の理由がある場合を除き，交付申請を受理してから１４日以内に審査のうえ，

補助金条例第１０条各項の決定を行い，前項の申請を行った者に通知するものとする。 
３ 前項の規定により補助金の交付の決定の通知を受けた者（以下「補助金交付対象団体」と



いう。）が，交付申請書に記載した交付申請額の変更（交付申請額を上回る変更に限る。）を

しようとするときの申請は，京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金変更交付申請書

（第４号様式）に第１項各号に掲げる書類を添えて行うものとする。 
 
（申請事項の変更等の承認） 
第７条 補助金交付対象団体は，補助金の対象となる取組の内容若しくは経費の配分の変更又

は補助金の対象となる取組の休止若しくは中止をしようとするときは，京都市地域連携型空

き家対策促進事業変更等承認申請書（第５号様式）により申請し，市長の承認を受けるもの

とする。 
２ 補助金条例第１１条第１項第１号に規定する軽微な変更とは，次のいずれかに該当する変

更をいう。 
⑴ 補助目的達成のために関連する事業間で弾力的に遂行する必要がある場合 
⑵ 補助目的の変更をもたらすものでなく，より能率的な補助目的を達成するための変更で

ある場合 
⑶ 補助目的及び事業能率に関係ない事業計画の変更である場合 

３ 市長は，第１項の規定による申請があった場合において，これを審査し，やむを得ないと

認めるときは，これを承認するものとする。 
 
（実績報告） 
第８条 補助金条例第１８条の規定による実績報告は，補助金の対象となる取組が終了した日

の翌日から起算して３０日以内又は補助金の対象となる取組の実施年度の３月１５日のい

ずれか早い期日までに，京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業実績報告書（第６

号様式）に，次に掲げる書類を添えて行うものとする。 
 ⑴ 京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業報告書（第７号様式） 

⑵ 京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業収支決算書（第８号様式） 
⑶ 領収書の写し等 

 
（補助金の請求等） 
第９条 補助金交付対象団体は，補助金条例第１９条の規定による通知を受けたときは，当該

通知を受けた年度の翌年度４月１０日までに，別に指定する請求書（以下「指定請求書」と

いう。）に出納機関が必要と認める書類を添えて市長に提出し，補助金を請求するものとす

る。 
２ 市長は，前項の規定による請求に基づき補助金を交付する。 
 
（概算払分の請求等） 
第１０条 補助金交付対象団体は，補助金条例第２１条第２項の規定により補助金の交付予定

額の２分の１を限度に概算払を受けることができる。 
２ 補助金交付対象団体は，前項の規定により補助金の概算払を受けようとするときは，指定



請求書に前条第１項に掲げる書類を添えて市長に提出し，補助金を請求するものとする。 
３ 市長は，前項の規定による請求に基づき補助金を概算払する。 
４ 第１項の規定により補助金の概算払を受けた補助金交付対象団体は，前条第２項の規定に

より市長から補助金を交付する旨の通知があった後速やかに，京都市地域連携型空き家対策

促進事業補助金精算書（第９号様式）を市長に提出するものとする。 
 
（その他） 
第１１条 この要綱の施行に関し必要な事項は，都市計画局住宅室技術担当部長が定める。 
   附 則 
１ この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。 
２ 前項の施行日までに事業に取り組む団体（以下「既存実施団体」という。）の事業対象地 

区については，京都市地域連携型空き家対策促進事業等実施要綱第５条に規定する事業実施 

団体の選定を受けたものとみなす。 
３ 既存実施団体の第４条に規定する補助期間については，２年度を限度とする。 
   附 則 
１ この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 
２ 前項の施行日までに事業に取り組む団体（以下「既存実施団体」という。）の事業対象地 

区については，京都市地域連携型空き家対策促進事業等実施要綱第５条に規定する事業取組

団体の選定を受けたものとみなす。 
３ 平成２４年度から取組を開始した補助金交付対象団体の第４条に規定する補助期間につ

いては，１年度を限度とする。 
４ 平成２５年度から取組を開始した補助金交付対象団体の第４条に規定する補助期間につ

いては，３年度を限度とする。 
 
   附 則 
 この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は，平成３０年６月８日から施行する。 
 
   附 則 
 この要綱は，令和元年５月７日から施行する。 

附 則 
 この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

附 則 
 この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 
 



別表（第５条関係） 
項目 内容 

謝礼金 講師への謝礼 等 
対象外：コーディネーター・協力者・自治会役員への謝礼 等 

賃金 事業執行に直接必要な補助員等の賃金 等 
交通費 
 

講師・コーディネーター・協力者が調査や会議への出席のために必要な

普通旅費 等 
対象外：団体構成員・事業参加者の交通費 ガソリン代 等 

打合せ経費 会議用お茶代，講師食事代 等 
対象外：団体構成員食事代，茶菓子代 等 

物品購入費 事務用品・電子文房具（USB メモリ，SD メモリカード）・コピー用紙，

単価 200 円以内の啓発物品代，調査に必要な地図（データを含む）等 
対象外：パソコン，カメラ等事業終了後も使用可能な物品代，特定の個

人への贈答品代 等 
印刷経費 空き家調査票，チラシ，ポスター等印刷製本代，コピー代，写真現像代 

等 
対象外：団体構成員が所有する印刷機を利用した印刷代 等 

役務費 空き家の不動産登記事項証明書の取得経費，切手代，振込手数料 等 
対象外：団体構成員が所有する電話等通信機器の通信代 等 

委託費 ホームページ作成委託料，空き家調査（外観目視による空き家の特定，

調査データの集計及び分析，空き家マップの作成，配布等）に係る委託

料，空き家所有者調査に係る委託料，空き家所有者へのアンケートの設

計・実施・集計・分析に係る委託料 等    
対象外：団体構成員が経営する団体等への委託料 等 

借上料 セミナー等開催に要する会場の使用料，コーディネーターの駐車代 等 
対象外：団体自らが管理する会場の使用料 等 

水道光熱費 対象外 
その他 市長が適当と認めるもの 



第１号様式（第６条第１項関係） 
  年  月  日  

（あて先）京都市長 
 

申請団体名 
代表者 
役職・氏名                
団体所在地 
電  話      － 

 
 

京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金交付申請書 
 
 
 京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金交付要綱第６条第１項の規定により，下記

のとおり補助金の交付を申請します。 
 
 

記 
 

 
１ 交付申請額                 円 
 
 
２ 概算払の希望の有無       □あり   □なし 

※概算払は，交付申請額の２分の１を上限とします。 
 
３ 添付書類 
⑴ 事業計画書 
  別紙「京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業計画書（第２号様式）」の 
 とおり 
⑵ 収支予算書 
  別紙「京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業収支予算書（第３号様式）」 
 のとおり 

 
 
 

注 該当する□にはレ印を記入してください。 



第２号様式（第６条第１項関係） 
 

京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業計画書 
 
１ 取組期間 

開始予定日        年   月   日 
完了予定日        年   月   日 

 
２ 事業計画・内容 

時期(月) 内 容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



第３号様式（第６条第１項関係） 
 

京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業収支予算書 
 
１ 事業経費（支出） 

科 目 予算額(円) 内 訳 
補助対象経費   

謝礼金 
 
賃金 
 
交通費 
 
打合せ経費 
 
物品購入費 
 
印刷経費 
 
役務費 
 
委託費 
 
借上料 
 
その他 
 

  

A 小  計   
補助対象外経費   
 
 

  

B 小  計   
C 支 出 合 計   

 
２ 財源（収入） 

科 目 予算額(円) 内 訳 
D 補助金外収入 
 
E 補助金収入 
 
 

  

F 収 入 合 計   
＜自己チェック＞ 

 □A+B=C □E=C-D □D+E=F □C=F



第４号様式（第６条第３項関係） 
  年  月  日 

（あて先）京都市長 
申請団体名  
代表者 
役職・氏名          
団体所在地 
電  話   

 
京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金変更交付申請書 

 
    年 月 日付け京都市指令都  第  号で補助金の交付の決定の通知を受けた京都

市地域連携型空き家対策促進事業補助金について，京都市地域連携型空き家対策促進事業

補助金交付要綱第６条第３項の規定により，下記のとおり補助金の変更交付を申請します。 
 

記 
１ 交付申請額                       円 
 
２ 前回交付決定額                      円 
 
３ 変更増△減額                       円 
 
４ 変更理由  
 
５ 概算払の希望の有無       □あり   □なし 

※概算払は，変更交付申請額の２分の１を上限とします。 
 
６ 添付書類 
⑴ 事業計画書 
  別紙「京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業計画書（第２号様式）」の 
 とおり 
⑵ 収支予算書 
  別紙「京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業収支予算書（第３号様式）」 
 のとおり 

注 該当する□にはレ印を記入してください。 



第５号様式（第７条第１項関係） 
  年  月  日 

（あて先）京都市長 
 

申請団体名 
代表者 
役職・氏名                
団体所在地 
電  話      － 
 

 
 

京都市地域連携型空き家対策促進事業変更等承認申請書 
 
 

    年 月 日付け京都市指令都  第  号で補助金の交付の決定の通知を受け

た京都市地域連携型空き家対策促進事業について，京都市地域連携型空き家対策促進事業

補助金交付要綱第７条第１項の規定により，下記のとおり     を申請します。 

 

記 
 
 

１ 変更・休止・中止の内容 
 
 
 
 

２ 変更・休止・中止の理由  
 
 
 
 
 
 

注 該当する□にはレ印を記入してください。 

□変更 
□休止 
□中止 



第６号様式（第８条関係） 
 

  年  月  日  
（あて先）京都市長 
 
                 申請団体名      
                 代表者役職・氏名               

  団体所在地  
  電   話       

 
 

京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業実績報告書 
 
 
 京都市地域連携型空き家対策促進事業が終了したので，京都市補助金等の交付等に関す

る条例第１８条第１項の規定により，下記のとおり実績を報告します。 
 

記 
 
１ 補助金交付決定通知の年月日及び番号 

      年  月  日，京都市指令都  第      号  
 
２ 変更承認書の年月日及び番号 

    年  月  日，京都市指令都  第      号  
 
３ 添付書類 
⑴ 事業報告書 
  別紙「京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業報告書（第７号様式）」の 
 とおり 
⑵ 収支決算書 
  別紙「京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業収支決算書（第８号様式）」 
 のとおり 
⑶ 領収書の写し等 
 



第７号様式（第８条関係） 
 

京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業報告書 
 
１ 取組期間 

開始        年   月   日 
完了        年   月   日 

 
２ 事業実績・内容 

時期(月) 内 容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

空き家件数 
※空き家調査を実施した場合  （           ） 件 

空き家活用等実績 

住まい              （     ）件 
住まい以外            （     ）件 
除却               （     ）件 
その他（         ）   （     ）件 



第８号様式（第８条関係） 
 

京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金事業収支決算書 
 

１ 事業経費（支出） 
科 目 予算額(円) 決算額(円) 増△減 内 訳 

補助対象経費     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

A 小  計     
補助対象外経費     
 
 

    

B 小  計     
C 支 出 合 計     

 
２ 財源（収入） 

科 目 予算額(円) 決算額(円) 増△減 内 訳 
D 補助金外収入 
 
E 補助金収入 
 
 

    

F 収 入 合 計     

 
＜自己チェック＞ 

 □A+B=C □E=C-D □D+E=F □C=F



第９号様式（第１０条第４項関係） 
  年  月  日 

（あて先）京都市長 
 

申請団体名 
代表者 
役職・氏名                
団体所在地 
電  話      － 
 

 
 

京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金精算書 
 
 
     年 月 日付け京都市指令都  第  号で補助金の交付の決定の通知を受け

た京都市地域連携型空き家対策促進事業補助金について，京都市地域連携型空き家対策促

進事業補助金交付要綱第１０条第４項の規定により，下記のとおり精算します。 
 
 

記 
 
 

１ 交付確定額                円 
 
２ 精 算 額                円 
 
３ 既 受 領 額                円 
 
４ 差引請求額                円 
 

 


